
社会経済環境の変化等
に関する参考データ



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑴人口減少と少子高齢化社会の本格的な到来

▶出生率の低迷により若年者人口が減少する

「少子化」と、人口に占める高齢者の割合

が増加する「高齢化」が同時に進行。

▶あらゆる分野での担い手不足やコミュニ

ティの希薄化など、社会全体の活力が弱ま

ることが懸念。
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社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑵価値観やライフスタイルの変化

▶家族や生活の在り方の変化

（仕事と家庭の両立を希望する女性、夫婦の共働き世帯、核家族の増加など）

▶テレワークやサテライトオフィスを活用した働き方をする人の増加

▶市民が行政に求めるものの複雑化・多様化。
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上越地域の中小企業における、出社を必要としない就労形態
（テレワーク等）の実施状況
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H22国勢調査 H27国勢調査 R2国勢調査

①核家族世帯 子供なし ①核家族世帯 子供あり

②同居の親あり 子供なし ②同居の親あり 子供あり

③その他の世帯（同居の親なし） 子供なし ③その他の世帯（同居の親なし） 子供あり

（世帯） 夫婦のいる世帯のうち、夫婦ともに就業者である家族類型の推移（国勢調査）

※市内企業でテレワーク等を実施した企業は増えたものの、全国調
査と比較すると実施した企業は少ない。

（令和2年8～9月 上越信用金庫 中小企業景気動向調査（特別調査））



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑶安心・安全に対する意識の高まり

▶大規模な震災や局地的な集中豪雨等の大規模な自然災害が頻発化・激甚化

▶新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、暮らしや地域経済に大きな影響。

▶日常生活におけるリスクの複雑化、安心・安全に対する意識の高まり

（若者や高齢者などを狙った詐欺事件やインターネットによる犯罪、交通安全、

食の安全など）
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上越署管内の特殊詐欺被害の状況（上越市の犯罪概況と少年補導（令和4年中））

R3年 R4年

件数
被害
金額

件数
被害
金額

特殊詐欺 11 3,623 22 11,349

オレオレ
詐欺

0 0 1 1,200

預貯金詐欺 0 0 2 200

各料金請求
詐欺

10 3,623 12 9,478

融資保証金
詐欺

0 0 2 57

貸付金詐欺 0 0 4 399

金融商品 0 0 0 0

ギャンブル 0 0 1 13

交際あっせ
ん

0 0 0 0

その他 0 0 0 0

キャッシュ
カード詐欺盗

1 0 0 0

（単位：万円）

発生年月日 災害区分 災害概要

平成23年3月12日 地 震
長野県北部地震
最大震度5強（三和区）

平成24年3月7日 土砂災害

板倉区国川地内地すべり
3月10日付で災害救助法適用、
21世帯83人に避難勧告、
5世帯20人に避難準備情報を発令

令和元年10月12日 風 水 害
台風第19号
全市に避難勧告を発令

令和2年12月から
令和3年1月

雪 害

令和2年度豪雪
1月10日付で災害救助法適用

令和3年2月
令和3年度豪雪
2月22日付で災害救助条例適用

近年の主な自然災害等の発生状況

出所：上越市危機管理課
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社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑷人生100年時代を見据えた誰もが活躍できる社会

▶平均寿命の延伸による人生100年時代の到来

女性、高齢者、障害者、外国人など誰もが生涯にわたって活躍でき、

多様な生き方が尊重される包括的な社会の実現。
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上越市における平均自立期間の推移（上越市第2次健康増進計画）

1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2回以上、1年以上実施していると答えた人
（上越市第2次健康増進計画）

※平均自立期間：日常生活動作が自立している期間の平均（要介護2以上になるまでの期間）
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出所：上越市スポーツ推進課



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑸ICTの進展とデジタル化の加速

▶各種手続きの電子化や、物流・医療・福祉など、あらゆる分野でICTの活用が進ん

でおり、市民生活の利便性や満足度を高めるなど、まちの活性化に大きく寄与。

▶デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し「全国どこでも誰もが便利で

快適に暮らせる社会」を目指す「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定。

▶あらゆる産業や社会生活にデジタル技術を積極的に取り入れ、経済発展と

社会的課題の解決を両立していくSociety5.0の実現を目指す。
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上越市においてデジタル化がもっと進んだ方がよいと思う分野
（R6上越市若者世代・子育て世代アンケート）

（内閣府ホームページ）



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑹経済情勢や産業構造の変化
▶物価高騰による国内経済への
影響、人口減少に伴う消費
減少、国内市場の縮小等の
経済活力の低下。
▶急速なグローバル化や技術
革新に対応した産業構造への
転換・再構築
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出典：新潟県市町村民経済計算により作成



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑹経済情勢や産業構造の変化

8

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

市内総生産 合計 764,812 785,851 833,893 847,354 876,198 915,633 959,707 964,180 948,305 899,506 895,374

農 業 9,131 9,409 7,942 6,607 7,155 8,559 8,884 8,888 8,749 9,086 7,389

林 業 558 617 714 696 671 624 585 540 513 613 651

水 産 業 147 130 143 143 141 147 112 126 114 98 84

鉱 業 1,080 850 1,051 1,014 1,071 923 943 900 877 908 798

製 造 業 206,903 206,329 213,104 224,194 225,164 248,402 282,517 285,490 290,340 268,571 297,901

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 20,994 39,741 61,859 80,640 93,956 94,731 99,444 95,895 92,958 82,952 45,012

建 設 業 58,031 56,572 68,074 51,147 57,299 72,714 70,418 72,286 55,574 61,830 59,370

卸売・小売業 63,823 67,076 72,396 71,797 73,016 73,096 75,330 74,579 74,315 69,680 72,897

運輸・郵便業 33,272 35,620 35,708 38,298 39,743 38,314 39,289 39,330 40,057 33,215 36,458

宿泊・飲食サービス業 18,207 16,627 17,185 17,036 16,557 18,435 19,149 19,367 18,272 11,064 10,583

情報通信業 16,354 16,701 17,384 17,857 19,216 19,864 19,718 19,969 19,071 19,485 18,852

金融・保険業 20,389 20,059 21,185 20,884 21,805 21,278 20,581 21,402 21,292 19,459 19,767

不動産業 87,295 86,766 87,385 86,791 86,739 86,772 89,937 92,010 94,700 96,142 96,111

専門・科学技術、業務支援サービス業 42,787 41,629 42,064 41,326 42,447 42,739 42,059 42,093 41,956 41,764 42,857

公 務 39,326 38,100 37,982 38,317 38,804 37,473 38,637 38,729 36,867 37,434 36,309

教 育 36,693 36,486 35,129 35,221 34,554 34,683 33,468 33,575 32,992 33,066 31,461

保健衛生・社会事業 67,285 71,602 73,269 74,030 77,975 79,432 79,034 79,617 80,960 79,734 81,768

その他のサービス 38,334 36,912 35,634 34,897 34,952 34,319 35,299 34,682 34,667 31,431 32,504

出典：新潟県市町村民経済計算により作成

（単位：百万円）地域内生産額の推移



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑹経済情勢や産業構造の変化

9総務省「国勢調査」を基に作成
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第１次産業（実数） 第２次産業（実数） 第３次産業（実数）

第1次産業（構成比） 第2次産業（構成比） 第3次産業（構成比）

（人） （％）

令和2年の就業構造の比較 就業構造の変化

区分
上越市 新潟県 全国

実数(人) 構成比(%) 実数(人) 構成比(%) 実数(人) 構成比(%)

15歳以上人口 163,774 ‐ 1,926,852 ‐ 108,258,569 ‐

労働力人口 97,074 ‐ 1,125,401 ‐ 59,949,767 ‐

就業者数 計 94,235 100.0 1,084,410 100.0 57,643,225 100.0

［第１次産業 計］ 4,096 4.3 55,719 5.1 1,962,762 3.4

農業，林業 4,047 4.3 54,214 5.0 1,830,697 3.2

漁業 49 0.1 1,505 0.1 132,065 0.2

［第２次産業 計］ 27,703 29.4 302,187 27.9 13,259,479 23

鉱業，砕石業，砂利採取業 112 0.1 1,309 0.1 18,891 0.0

建設業 9,833 10.4 102,780 9.5 4,184,052 7.3

製造業 17,758 18.8 198,098 18.3 9,056,536 15.7

［第３次産業 計］ 60,217 64 704,334 65 40,679,332 70.6

電気・ガス・熱供給・水道業 558 0.6 7,349 0.7 275,595 0.5

情報通信業 736 0.8 14,361 1.3 1,955,619 3.4

運輸業，郵便業 4,070 4.3 50,995 4.7 3,117,623 5.4

卸売業，小売業 13,583 14.4 171,625 15.8 8,805,576 15.3

金融業，保険業 1,470 1.6 20,715 1.9 1,355,161 2.4

不動産業，物品賃貸業 1,057 1.1 13,013 1.2 1,253,905 2.2

学術研究，専門・技術サービス業 2,362 2.5 25,075 2.3 2,103,074 3.6

宿泊業，飲食サービス業 4,493 4.8 53,942 5.0 3,095,434 5.4

生活関連サービス業，娯楽業 3,135 3.3 37,771 3.5 1,979,446 3.4

教育，学習支援業 4,541 4.8 49,790 4.6 2,829,694 4.9

医療，福祉 13,823 14.7 147,305 13.6 7,633,170 13.2

複合サービス事業 1,350 1.4 12,258 1.1 441,618 0.8

サービス業（他に分類されないもの） 5,139 5.5 62,325 5.7 3,801,218 6.6

公務（他に分類されるものを除く） 3,900 4.1 37,810 3.5 2,032,199 3.5

［分類不能］ 2,219 2.3 22,170 2.0 1,741,652 3.0

完全失業者 2,839 ‐ 40,991 ‐ 2,306,542 ‐

非労働力人口 60,605 ‐ 724,305 ‐ 36,603,968 ‐

不詳 6,095 ‐ 77,146 ‐ 11,704,834 ‐



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑺地球規模での環境問題の深刻化

▶地球温暖化の進行による気候変動、天然資源の枯渇、生物多様性の損失など、

地球規模で様々な環境問題が深刻化

▶令和2年10月 国は「2050年カーボンニュートラル」宣言

▶令和3年3月「地球温暖化対策推進法」改正

▶令和5年3月 市は「ゼロカーボンシティ」を表明

10（上越市第4次環境基本計画・上越市第2次地球温暖化対策実行計画）

渇水・高温に伴う農作物等の被害概況

被害面積 （単位：a）

多(枯死) 中 少 計

上越市計 2,416 2,465 2,119 7,000

作物 被害内容 被害規模

えだまめ

収量品質低下

10.00ha

ナス（越の丸） 0.32ha

ピーマン 0.10ha

ブロッコリー 3.22ha

【水稲】（令和5年8月25日時点）

【園芸・畜産】(令和5年8月25日時点、上越普及指導センター提供)

畜種 被害内容 被害規模

乳用牛

暑熱による死亡

3頭

肉用牛 1頭

採卵鶏 1,280羽

（令和5年第5回（9月） 上越市議会定例会農政建設常任委員会）

温室効果ガスの削減実績と今後の目指す姿のイメージ



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑻持続可能なまちづくり

▶国の財政状況は、税収減少や社会

保障関連経費の増加等により、

今後ますます厳しさを増す。

▶老朽化した各種インフラの急増、

将来の修繕や更新に係る費用負担

が懸念。健全で持続可能な行財政

基盤を堅持するため、施設の統廃合

の検討など行財政改革が求められる。

▶令和5年、市は第7次総合計画を策定。

総合計画とSDGsを一体的に推進。

（上越市公共施設等総合管理計画）

築年別延床面積の状況（令和5年4月1日現在）

11



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑼外国人の増加

▶労働人口の不足を補うための外国人労働者の増加。

12（住民基本台帳により作成）
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社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑼外国人の増加

13

地域別・産業別外国人労働者数（単位：人）

（新潟労働局 公表）



社会経済環境の変化等に関する参考データ
⑽市内高校卒業者の進路動向
▶上越市内の高等学校における卒業者の進路の状況（令和5年度学校基本調査より）

14※定時制高等学校及び中等教育学校を除く


